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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

（注) 平成22年10月１日付で普通株式１株につき、２株の割合をもって株式分割を行っております。 
   平成22年３月期の１株当たり当期純利益については、当該株式分割を考慮しておりません。 
   詳しくは、３枚目「(株式分割に伴う遡及修正値)」をご覧ください。 

(2) 連結財政状態 

（注) 平成22年10月１日付で普通株式１株につき、２株の割合をもって株式分割を行っております。 
   平成22年３月期末の１株当たり純資産については、当該株式分割を考慮しておりません。 
   詳しくは、３枚目「(株式分割に伴う遡及修正値)」をご覧ください。 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 29,946 24.2 4,009 51.9 4,033 75.9 2,366 635.3
22年3月期 24,105 4.9 2,638 100.1 2,293 93.6 321 △10.2

（注）包括利益 23年3月期 2,484百万円 （109.7％） 22年3月期 1,184百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 61.49 ― 11.8 12.0 13.4
22年3月期 16.73 ― 1.7 8.0 10.9

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 36,682 25,711 56.8 541.87
22年3月期 30,318 23,538 63.2 996.43

（参考） 自己資本   23年3月期  20,851百万円 22年3月期  19,171百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 3,857 △4,282 161 392
22年3月期 3,304 △1,993 △770 690

2.  配当の状況 

（注) 平成22年10月１日付で普通株式１株につき、２株の割合をもって株式分割を行っております。 
   平成22年３月期及び平成23年３月期第２四半期末の１株当たり配当金については、当該株式分割を考慮しておりません。 
   詳しくは、３枚目「(株式分割に伴う遡及修正値)」をご覧ください。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 6.00 ― 6.00 12.00 230 71.7 1.2
23年3月期 ― 12.50 ― 8.00 20.50 548 23.2 2.7
24年3月期(予想) ― 8.00 ― 8.00 16.00 25.7

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率） 

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 14,000 △4.4 550 △71.5 550 △71.7 330 △69.7 8.58
通期 30,000 0.2 4,000 △0.2 4,000 △0.8 2,400 1.4 62.37
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(注) 詳細は、添付資料Ｐ.21「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注) １ 平成22年10月１日付で普通株式１株につき、２株の割合をもって株式分割を行っております。 
   ２ １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、添付資料Ｐ.24「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 38,500,466 株 22年3月期 19,250,233 株
② 期末自己株式数 23年3月期 19,793 株 22年3月期 9,752 株

③ 期中平均株式数 23年3月期 38,480,854 株 22年3月期 19,240,519 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

（注) 平成22年10月１日付で普通株式１株につき、２株の割合をもって株式分割を行っております。 
   平成22年３月期の１株当たり当期純利益については、当該株式分割を考慮しておりません。 
   詳しくは、３枚目「(株式分割に伴う遡及修正値)」をご覧ください。 

(2) 個別財政状態 

（注) 平成22年10月１日付で普通株式１株につき、２株の割合をもって株式分割を行っております。 
   平成22年３月期末の１株当たり純資産については、当該株式分割を考慮しておりません。 
   詳しくは、３枚目「(株式分割に伴う遡及修正値)」をご覧ください。  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 29,507 23.6 2,534 66.0 2,544 109.3 1,493 ―
22年3月期 23,876 4.5 1,526 105.0 1,215 65.6 △240 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 38.82 ―
22年3月期 △12.50 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 28,515 15,650 54.9 406.70
22年3月期 23,491 14,761 62.8 767.21

（参考） 自己資本 23年3月期  15,650百万円 22年3月期  14,761百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
   この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の 
   監査手続は終了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
1. 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に 
  基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に 
  あたっての注意事項等については、添付資料２ページ「１．経営成績 (1) 経営成績に関する分析」をご覧下さい。 
2. 当社は、平成22年９月13日開催の取締役会決議により、平成22年10日１日を効力発生日とし、普通株式１株につき、２株の割合をもって 
  株式分割を行っております。 
3. 決算補足説明資料につきましては、決算説明会開催後、速やかに当社ホームページに掲載する予定です。 



  

 当社は、平成22年10月１日付で普通株式１株につき、２株の割合をもって株式分割を行っております。
当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の普通株式１株当たり配当金及び１株当たり情報は以下
のとおりです。 
  
 経営成績 

 
  
 財政状態 

 
 
 配当の状況 

(株式分割に伴う遡及修正値)

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

円 銭 円 銭

22年３月期（連結） 8 36 ― ―
22年３月期（個別） △6 25 ― ―

１株当たり純資産

円 銭

22年３月期（連結） 498 22
22年３月期（個別） 383 60

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年３月期 ― ― 3 00 ― ― 3 00 6 00

23年３月期 ― ― 6 25 ― ― 8 00 14 25

24年３月期(予想) ― ― 8 00 ― ― 8 00 16 00
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① 当期の経営成績 
 当連結会計年度における経済環境は、海外経済の改善や各種の政策効果が見られ、持ち直しに転じてき
ている一方、原油価格上昇の影響や、為替の変動等による景気の下振れ懸念など、厳しい状況が続いてお
ります。また、年度末の東日本大震災が国内経済へ影響を及ぼしております。 
このような状況下、前連結会計年度と比較した当連結会計年度の業績は、売上高は299億４千６百万円
（前連結会計年度比24.2％増）、営業利益は40億９百万円（同51.9％増）、経常利益は40億３千３百万円
（同75.9％増）、当期純利益は23億６千６百万円（同7.4倍）と各利益とも過去最高益となりました。 
  
セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 
  
(自動車部品事業) 
 自動車部品事業は、売上高261億７千２百万円（前連結会計年度比24.8％増）、営業利益37億６千万円
（同28.0％増）と大幅な増収・増益となりました。これは、2010年世界第一の自動車販売台数を達成した
中国市場での高水準な新車販売、米国・日本市場での小型自動車の堅調な販売により、ジヤトコ様、富士
重工業様からの新型ＣＶＴ（無段自動変速機）用コントロールバルブ、ＡＴ（自動変速機）用コントロー
ルバルブ、及び欧州部品メーカー様からの燃料流量コントロール用電磁弁の受注が引き続き好調に推移し
たことによるものです。受注増加への対応として、上期より積極的にベトナム製造子会社での設備投資を
行い、今年度立ち上げとなりました６棟目となる新棟でのＣＶＴ用コントロールバルブの増産体制、隣接
するダイカスト製造子会社への新規ダイカストマシーンの導入を進めるなど、生産能力を増強いたしまし
た。収益面につきましては、東日本大震災が売上ダウンや原価低減活動推進に影響し、増益とはなったも
のの狙った収益達成には至っておりません。 
  
(システム機器事業) 
 システム機器事業は、売上高37億７千４百万円（前連結会計年度比47.1％増）、営業利益２億４千９百
万円（前連結会計年度の営業損失１億８百万円）と増収となり、営業利益も第２四半期より黒字に転じ、
年間では営業利益率6.6％となりました。08年11月以降落ち込んだ自動車生産ライン用検査装置やエアコ
ンコンプレッサー用芯出機等の受注の回復基調は堅調に推移しており、売上高の大幅増加に加え、売価ダ
ウンに対応した設計変更、生産の内製化率増大や中国生産子会社への生産移管拡大等による原価改善を図
り、営業利益についても改善を図ることが出来ました。 
 ３月の東日本大震災後の計画停電、調達材料や部品納期遅延等につきましては勤務体制の変更、中国生
産拠点との連携強化等の緊急態勢で生産完成、客先納期の維持に努めております。 
  

１. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析
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② 次期の見通し 
 次期の見通しは、東日本大震災が経済にも影響し、不透明な状況となっております。一方、中国をはじ
めとする新興国の成長は著しく、全世界を牽引してきている状況であります。新興国市場は、伸びる市場
である半面、強烈なコスト競争力なくしての市場参入は困難であり、更には急成長の反動として、原材料
の高騰、人手不足、労務費増のリスクも想定されます。 
こうした経済環境のもと、当社は、環境、省エネ、ハーフプライスなどテーマ性のある商品開発、ま
た、海外拠点を生かした低コスト化及び筋肉質の事業体質を目指した構造改革を実行し、収益性の大幅な
改善を推進してまいります。 
  
(自動車部品事業) 
 11年度における、日本の自動車部品メーカー各社様の発注計画は、東日本大震災でのロスを挽回する勢
いとなっておりますが、部品供給不安、計画停電による生産高減少、余震による生産停止リスク、更には
自動車販売の低迷懸念など予断を許さない状況となっております。予想されるリスクの影響を回避すべ
く、ベトナム工場での生産安定化に向け、購入部品の調達先の総点検、ダブルソース先の事前検討、代替
設計仕様の事前検討等を実施しております。 
 営業面につきましては、海外特に中国・欧州でのお客様への対応能力・機能の強化と、売上の海外シフ
トを目指しており、この４月には、上海にシステム機器事業と合同で新オフィスを構え、中国の自動車メ
ーカー各社様への密接な営業活動を開始しております。 
 また、中国平湖市で竣工いたしました土地70,000㎡、建坪15,000㎡の新鋭工場につきましても、本格稼
働に向けて準備を進めてまいります。 
 これらの方策により、不透明な事業環境ではありますが、新型ＣＶＴ（無段自動変速機）用コントロー
ルバルブ、ＡＴ（自動変速機）用コントロールバルブ、電磁弁部品を搭載頂く自動車部品メーカー各社様
の日本・北米・中国の主要市場での引き続き好調な販売計画に対応できる生産体制を整えてまいります。
同時に、市場環境の急変に迅速な対応ができる様、グローバルな在庫管理の強化を進めてまいります。 
 また、新商品につきましては、脱化石燃料の時代に備えたハイブリッド車や電気自動車向けの開発も実
証段階へ進め、早期の商品化を目指してまいります。 
  
(システム機器事業) 
 11年度第１四半期も、引き続き国内では厳しい受注環境が予想され、また東日本大震災の受注・生産へ
の影響はまだ充分に予測できる状況にありません。中国市場を中心に当社が得意とするエアコン用コンプ
レッサー自動組立装置、エアマイクロメータ等の受注は堅調に推移しており今第１四半期も数件の纏まっ
た受注が見込める状況となっております。 
 また半導体市場向けのウェーハバンプ検査装置の引き合い件数も増加傾向が続いており、新商品として
10年度第４四半期から本格的受注活動に入りました３Ｄスキャナ、円筒内面欠陥検査装置の商談も堅調に
進んでおり、11年度には多くの受注が見込める状況になってきております。 
 中国子会社への生産移管計画の完遂、中国でのボールねじ生産開始に合わせ、日本の技術開発センター
において３Ｄスキャナ、円筒内面欠陥検査装置等に代表されるスリー新ビジネス（新製品・新マーケッ
ト・新顧客）の開拓にシフトした事業拡大に取組んでまいります。 
 なお、中長期の施策としては、中国に続き拡大するインド市場への参入に向けての取組みを強化いたし
ます。 

  

売上高・営業利益・経常利益・当期純利益を以下のとおり見通しております。 
                                                                      (単位：百万円) 

   

  

連結業績見通し 
(第２四半期連結累計期間) 

 

 
連結業績見通し 
(通期) 
 

売上高 14,000 （前年同期比 4.4％減） 30,000 （前期比  0.2％増）

営業利益 550 （前年同期比  71.5％減） 4,000 （前期比  0.2％減）

経常利益 550 （前年同期比  71.7％減） 4,000 （前期比  0.8％減）

当期純利益 330 （前年同期比  69.7％減） 2,400 （前期比  1.4％増）

日本電産トーソク㈱ (7728) 平成23年３月期 決算短信〔日本基準〕(連結)

3



  

①資産、負債、純資産の状況 
当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べて63億６千３百万円増加し、366億８千
２百万円になりました。これは主にベトナム子会社が行った設備投資を主とした有形固定資産が増加した
ことと、たな卸資産の増加によるものです。 
 当連結会計年度末における負債は、前連結会計年度末に比べて41億９千１百万円増加し、109億７千万円
になりました。これは主にベトナム子会社が行った設備投資等により設備関係未払金が増加したことと、
未払法人税等及び短期借入金等が増加したことによるものです。 
 当連結会計年度末における純資産は、前連結会計年度末に比べて21億７千２百万円増加し、257億１千１
百万円になりました。これは主に利益剰余金が増加したことによるものです。 
 以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末の63.2％から56.8％に減少しました。 
  
②キャッシュ・フローの状況 

 
  
営業活動により増加した資金は、前連結会計年度（33億４百万円の増加）より５億５千２百万円増加
し、38億５千７百万円となりました。これは、税金等調整前当期純利益39億５千８百万円と減価償却費22
億５千２百万円等による増加と、たな卸資産の増加額23億５千６百万円等による減少によるものです。 
投資活動により減少した資金は、前連結会計年度（19億９千３百万円の減少）より22億８千８百万円増
加し、42億８千２百万円となりました。これは、ベトナム子会社が行った設備投資を主とした有形固定資
産の取得による支出額43億３千万円等による減少によるものです。 
財務活動により増加した資金は、前連結会計年度（７億７千万円の減少）より９億３千２百万円増加
し、１億６千１百万円となりました。これは、短期借入金の純増額６億１千８百万円等による増加と、配
当金の支払額３億５千６百万円等による減少によるものです。 
  
(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
自己資本比率 ： 自己資本／総資産 
時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産 
キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ： 有利子負債／キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ ： キャッシュ・フロー／利払い 
  

(2) 財政状態に関する分析

・営業活動によるキャッシュ・フロー 3,857百万円

・投資活動によるキャッシュ・フロー △4,282百万円

・財務活動によるキャッシュ・フロー 161百万円

・現金及び現金同等物の増減額 △298百万円

・現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高 392百万円

平成23年３月期 平成22年３月期 平成21年３月期

自己資本比率 (％) 56.8 63.2 68.0

時価ベースの自己資本比率 (％) 77.8 84.8 49.8

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 
(％)

20.5 9.1 39.2

インタレスト・カバレッジ・レシオ (倍) 1,883.3 1,485.2 266.1

（注 1） いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。
（注 2） 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。

（注 3） キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。
（注 4） 有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象とし

ています。
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当社は、株主の皆様への利益還元は、企業が果たすべき重要な役割と認識し、財務の健全性を維持しつ
つ連結業績に応じた還元を行っていくことを基本方針としております。その実施につきましては、当該期
及び今後の業績を勘案して総合的に決定することとしております。 
 当社は、会社法第459条の規定に基づき、取締役会の決議によって剰余金の配当を行うことができる旨
を定めております。 
 また、内部留保につきましては、将来に向けた新製品の開発や今後の事業拡大のための設備投資と研究
開発などに有効活用し、さらなる経営基盤の強化と収益力の向上に注力してまいります。 
 当期の配当金は、中間配当12.5円(平成22年10月1日付株式分割に伴う遡及修正値6.25円)を実施いたし
ました。期末配当につきましては、平成23年１月25日発表の配当予想の修正(増配)のとおり８円を実施さ
せていただく予定であります。 
 次期の配当予想金額につきましては、中間配当８円、期末配当８円の年間16円を実施させていただく見
通しであります。 
  

本決算短信に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及
ぼす可能性のある事項には次のようなものがあります。なお、本項において将来に関する事項が含まれて
いますが、当該事項は当連結会計年度末において判断したものであります。当社グループはこれらのリス
ク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存であります。 
  
① 海外生産に伴うリスク 
 自動車部品事業の大部分はベトナム子会社で生産しており、さらには中国子会社での生産も予定してお
ります。システム機器事業部についても中国子会社での生産拡大を進めております。このため当社グルー
プの業績は、下記リスク等の影響を受ける可能性があります。 
・税、輸出入、通貨決済、雇用等企業活動に影響を及ぼす法律、規則の施行や運用の変更 
・政治、経済、社会不安 
・労働争議 
・急激なインフレ、賃金上昇によるコスト増 
・新型インフルエンザ等の疫病の流行        
  
② 自動車部品事業の売上高及び特定販売先への依存度について 
 連結売上高に占める自動車部品事業の割合は、約87％であります。そのうち、自動車部品メーカーであ
るジヤトコ様（以下同社とします）への売上高の比率が約58％と高く、同社の事業方針・営業施策等に変
更があった場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
  
③ 当社グループ外の部品供給元にかかるリスク 
 当社グループは、材料やサブアッセンブリー品等の一部を外部の供給元に依存しております。これらの
いくつかが入手不能になった場合、生産が制限され、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま
す。 
  
④ 製品の欠陥にかかるリスク 
 当社グループは、品質管理を徹底しておりますが、将来大規模なリコール等が発生する可能性が全く無
いという保証はありません。特に自動車部品事業で大規模なリコールが発生した場合、賠償額のみならず
企業評価も傷つけ、当社グループの業績、事業運営に重大な影響を受けるリスクを内在しています。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

(4) 事業等のリスク
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当社グループは、当社と連結子会社４社で構成され、自動車部品・計測機器の開発・製造・販売を主な
事業内容とし、更に各事業に関連するアフターサービス等の事業活動を展開しております。 

  

当社グループの事業に係る位置付け及びセグメントとの関連は、次のとおりであります。なお、セグメ
ントと同一の区分であります。 
  
(自動車部品事業) 
 当事業は、当社及び日本電産トーソク・ベトナム会社（連結子会社）が油圧及び空気制御用電磁弁・自
動変速機用油圧制御システム等を開発・製造し、当社が国内外のユーザーに販売しております。日本電産
トーソク秋葉・ベトナム会社（連結子会社）は、主に自動車部品向けのダイカスト製品の内製化を行って
おります。さらに、急成長する中国で自動車部品の製造・販売を行うため、日本電産東測（浙江）有限公
司（連結子会社）を増資し、自動車部品製造のための新工場を１月に竣工し、６月の立ち上げに備え運営
準備を進めております。 
  
(システム機器事業) 
 当事業は、当社及び日本電産東測（浙江）有限公司（連結子会社）が自動測定装置、コンプレッサー用
芯出機、画像処理装置、ウェーハバンプ検査装置、空気・電気マイクロメータ本体及び付属品、精密ボー
ルねじ・ねじゲージ等を開発・製造し、国内外のユーザーに販売しております。また、中国向けには東測
機器(上海)有限公司（連結子会社）からも販売しております。 

  

事業の系統図は次のとおりであります。 

 

  

(注) 1 平成23年１月１日付で、連結子会社である日本電産東測機器装置(浙江)有限公司は、日本電産東測(浙江)有

限公司に社名変更いたしました。 

2 平成23年４月１日付で、連結子会社である東測機器(上海)有限公司は、日電産東測(上海)国際貿易有限公司

に社名変更いたしました。 

  

２．企業集団の状況
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当社は自動車部品事業、システム機器事業の２つの事業を柱として、永年に亘り蓄積した超精密加工・
測定技術及び制御技術をベースに、顧客が求める製品を開発・製造・販売しております。高収益・高成
長・高株価を実現することで企業価値を増大し、株主皆様の負託に応えたいと考えており、以下の方針で
経営を行ってまいりました。 

① キャッシュ・フロー重視 ② スピード重視 ③ 開発・技術体制強化 
この方針のもと、当社はこれまで世界中の幅広いお客様に、量産品から個別設計・製作の一品ものま
で、特徴ある高品質の製品をお届けしておりますが、これからもお客様に満足いただけるよう更に新しい
技術・新しい製品をご提供出来る開発提案型企業を目指してまいります。 
  

2011年度も引き続き利益拡大を目指すべく新たな事業展開に取組んでまいります。 
 環境、省エネ、ハーフプライスなどテーマ性のある新商品開発、新製品、新マーケット・新顧客開拓の
「スリー新戦略」を強力に実施し、併せて企業体質の強化や海外拠点の拡充と再構築に取組むことで事業
変革を一層推進させてまいります。 
 また日本電産グループの共通した経営管理項目である品質・在庫・材外費・経費・生産性の５大項目プ
ラス売掛金の管理を徹底してまいります。また、筋肉質の経営体質の実現を目指して収益性の抜本的な改
革を推進し、損益分岐点の大幅な引下げを着実に進めて収益性の大幅な改善を推進してまいります。 
  

当社グループは、両事業がバランス良く成長し健全な利益を計上することで、連結収益の拡大を目指し
ております。 
  
自動車部品事業は、３つの軸で事業の拡大に取組んでまいります。 
 第１軸は既存製品の拡大で、主力製品であるコントロールバルブＡＳＳＹの高機能化と急成長している
中国市場へ進出を行い、更なる拡販を目指します。 
 第２軸は既存の自動車用電磁弁技術を活用し、脱化石燃料化に向けた環境・省エネ対応、新分野への取
組みを行ってまいります。既にディーゼルコモンレールシステム用流量制御弁は、ユーロ５排気規制対応
商品として量産を開始しております。 
 第３軸は、ハイブリッド車、電気自動車対応新商品の開発です。既存商品のステップモータ技術に加
え、新分野である制御技術やインバーター技術分野の拡大を図り、アイドルストップ用の電動オイルポン
プを始めとする電動化対応新商品の開発を進めてまいります。 
  
システム機器事業の新商品戦略は、３Ｄスキャナ、円筒内面欠陥検査装置など、成長分野で当社の超精
密技術、非接触計測技術を生かした商品の開発及び拡販を行ってまいります。また、生産拠点は中国シフ
トを進めており、中国生産比率を高めると同時に中国内の現地調達化も一層進め、中国市場で勝てるコス
ト競争力のある対応をしてまいります。 
  
両事業とも「新製品・新マーケット・新顧客」の「スリー新戦略」が重要なキーとなりますので、最先
端をいく新製品開発体制の拡充と、販売体制整備・低コスト生産体制を強力に推進いたします。同時に、
自動車部品事業の海外生産拠点であるベトナム国ホーチミン市の「日本電産トーソク・ベトナム会社」及
び「日本電産トーソク秋葉・ベトナム会社」、自動車部品事業及びシステム機器事業の生産拠点である中
国平湖市の「日本電産東測（浙江）有限公司」を拡大し、また中国販売拠点である「東測機器（上海）有
限公司」を今後さらに有効活用していくことで、コスト優位性のある製品づくりと共に拡販及び収益の増
大を目指します。 

３．経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略
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 当社グループは、諸施策に戦略的に取組んでまいります。 
  
① 激しい価格競争に打ち勝つためには新製品・新技術の開発が不可欠となります。技術優位の新製品を
どこよりも早く市場に投入していかなければ、健全な利益をあげ成長することは不可能です。従って新
製品開発、新マーケット及び新顧客の開拓に積極的に取組んでまいります。 
  
② 先行き不透明な企業環境の中、企業間の競争による業績格差は大きくなって来ており、収益力を向上
するために引き続き合理化・原価低減活動に取組んでいかなければなりません。自動車部品事業はベト
ナムと中国で、システム機器事業は中国において、生産拡大と現地調達の強化及び内製化を進め、これ
まで以上に付加価値を上げる具体策を実施してまいります。新商品の市場投入、既存商品の商品力向上
及び新顧客への営業活動の強化が必要であり、業績拡大向上を図ってまいります。 
  
③ ベトナム子会社及び中国等での積極的な設備投資に加えて、海外展開の拡大に伴う在庫増加や中国向
け売上高増加による売掛金滞留期間の長期化等の課題があり、設備投資の管理強化や生産管理システム
活用によるきめ細かな在庫管理、売掛金管理を進めキャッシュ・フロー改善に努めてまいります。 
  
④ 中国拠点に進出する上で、コストハーフに対応できる競争力が不可欠であります。また、今後想定さ
れるリスクとして、原材料の高騰、人手不足、労務費増のような環境を踏まえ、筋肉質の経営体質の実
現を目指した収益性の抜本的な改革を推進し、購入部品の内製化や現地調達化を含めた原価低減の加
速、業務委託の内転化等による経費の削減、中国生産子会社の活用推進、間接部門を含めた生産性向上
活動等あらゆる改革に取組み、厳しい環境を乗り切れる企業体質へ転換すべく活動を推進してまいりま
す。 

(4) 会社の対処すべき課題
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４．連結財務諸表 
(1)連結貸借対照表 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 347,874 392,361 

受取手形及び売掛金 6,065,564 6,149,489 

商品及び製品 853,641 1,185,529 

仕掛品 1,617,013 3,435,864 

原材料及び貯蔵品 1,862,266 2,042,883 

繰延税金資産 567,849 355,131 

関係会社預け金 343,058 － 

その他 650,673 1,062,196 

貸倒引当金 △507 △797 

流動資産合計 12,307,435 14,622,658 

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 9,204,976 9,938,971 

減価償却累計額 △4,244,486 △4,526,034 

建物及び構築物（純額） 4,960,489 5,412,937 

機械装置及び運搬具 16,994,929 21,797,228 

減価償却累計額 △9,798,566 △10,943,063 

機械装置及び運搬具（純額） 7,196,362 10,854,165 

工具、器具及び備品 2,182,785 2,590,515 

減価償却累計額 △1,808,675 △1,874,036 

工具、器具及び備品（純額） 374,109 716,478 

土地 1,425,130 1,425,130 

リース資産 82,025 129,370 

減価償却累計額 △41,477 △60,185 

リース資産（純額） 40,548 69,185 

建設仮勘定 1,200,124 1,319,537 

有形固定資産合計 15,196,765 19,797,433 

無形固定資産   

ソフトウエア 570,181 419,476 

その他 30,456 148,858 

無形固定資産合計 600,637 568,334 

投資その他の資産   

投資有価証券 1,559,307 1,154,786 

繰延税金資産 11,912 3,353 

その他 644,075 537,504 

貸倒引当金 △1,850 △1,850 

投資その他の資産合計 2,213,445 1,693,794 

固定資産合計 18,010,848 22,059,562 

資産合計 30,318,283 36,682,221 
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,648,919 4,218,521 

短期借入金 － 618,228 

1年内返済予定の長期借入金 129,608 84,000 

リース債務 16,485 24,465 

未払費用 562,579 588,417 

未払法人税等 46,901 843,649 

賞与引当金 413,409 469,747 

設備関係未払金 － 3,332,655 

その他 1,510,831 515,409 

流動負債合計 6,328,735 10,695,093 

固定負債   

長期借入金 144,104 60,000 

リース債務 26,090 48,179 

長期未払金 9,735 9,735 

繰延税金負債 240,554 56,010 

退職給付引当金 30,330 29,769 

環境対策引当金 － 67,963 

資産除去債務 － 3,835 

固定負債合計 450,815 275,493 

負債合計 6,779,550 10,970,587 

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,087,026 5,087,026 

資本剰余金 4,604,553 4,604,553 

利益剰余金 9,146,353 11,156,695 

自己株式 △10,738 △10,996 

株主資本合計 18,827,195 20,837,278 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 404,421 165,258 

繰延ヘッジ損益 5,541 △4,366 

為替換算調整勘定 △65,362 △146,817 

その他の包括利益累計額合計 344,599 14,074 

少数株主持分 4,366,937 4,860,281 

純資産合計 23,538,732 25,711,634 

負債純資産合計 30,318,283 36,682,221 
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(2)連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
連結損益計算書 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

売上高 24,105,313 29,946,817 

売上原価 18,858,037 22,786,048 

売上総利益 5,247,276 7,160,768 

販売費及び一般管理費   

運搬費 237,255 277,708 

給料及び手当 624,360 929,921 

賞与引当金繰入額 168,001 211,689 

退職給付費用 21,026 23,309 

減価償却費 102,346 113,109 

研究開発費 719,573 709,079 

その他 735,825 886,232 

販売費及び一般管理費合計 2,608,390 3,151,049 

営業利益 2,638,886 4,009,719 

営業外収益   

受取利息 2,774 2,178 

受取配当金 17,612 24,738 

固定資産賃貸料 4,955 5,049 

受取ロイヤリティー 3,242 4,733 

保険配当金 5,733 11,334 

助成金収入 188,678 － 

その他 12,623 11,090 

営業外収益合計 235,619 59,125 

営業外費用   

支払利息 2,224 2,048 

売上割引 2,759 2,038 

為替差損 204,955 28,574 

一時帰休労務費 347,998 － 

減価償却費 2,787 － 

その他 20,604 2,202 

営業外費用合計 581,330 34,862 

経常利益 2,293,174 4,033,981 

特別利益   

貸倒引当金戻入額 308 － 

有形固定資産売却益 1,056 2,945 

投資有価証券売却益 1,999 － 

特別利益合計 3,364 2,945 

特別損失   

有形固定資産売却損 － 13 

有形固定資産処分損 13,011 8,490 

投資有価証券評価損 1,660 － 

事業撤退損 1,632,205 － 

環境対策引当金繰入額 － 67,963 

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,461 

特別損失合計 1,646,876 77,928 

税金等調整前当期純利益 649,662 3,958,999 

法人税、住民税及び事業税 155,045 934,226 

法人税等調整額 △191,899 209,565 

法人税等合計 △36,854 1,143,791 

少数株主損益調整前当期純利益 － 2,815,207 

少数株主利益 364,686 448,917 

当期純利益 321,830 2,366,289 
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 連結包括利益計算書 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 2,815,207 

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △239,162 

繰延ヘッジ損益 － △9,907 

為替換算調整勘定 － △81,455 

その他の包括利益合計 － ※１  △330,525 

包括利益 － ※２  2,484,681 

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 2,041,209 

少数株主に係る包括利益 － 443,471 
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(3)連結株主資本等変動計算書 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年4月1日 

  至 平成22年3月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年4月1日 

  至 平成23年3月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 5,087,026 5,087,026 

当期末残高 5,087,026 5,087,026 

資本剰余金   

前期末残高 4,604,553 4,604,553 

当期末残高 4,604,553 4,604,553 

利益剰余金   

前期末残高 9,055,409 9,146,353 

当期変動額   

剰余金の配当 △230,886 △355,948 

当期純利益 321,830 2,366,289 

当期変動額合計 90,944 2,010,341 

当期末残高 9,146,353 11,156,695 

自己株式   

前期末残高 △10,669 △10,738 

当期変動額   

自己株式の取得 △68 △258 

当期変動額合計 △68 △258 

当期末残高 △10,738 △10,996 

株主資本合計   

前期末残高 18,736,320 18,827,195 

当期変動額   

剰余金の配当 △230,886 △355,948 

当期純利益 321,830 2,366,289 

自己株式の取得 △68 △258 

当期変動額合計 90,875 2,010,083 

当期末残高 18,827,195 20,837,278 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △55,522 404,421 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 459,944 △239,162 

当期変動額合計 459,944 △239,162 

当期末残高 404,421 165,258 

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △41,546 5,541 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 47,087 △9,907 

当期変動額合計 47,087 △9,907 

当期末残高 5,541 △4,366 
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年4月1日 

  至 平成22年3月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年4月1日 

  至 平成23年3月31日) 

為替換算調整勘定   

前期末残高 △56,501 △65,362 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △8,861 △81,455 

当期変動額合計 △8,861 △81,455 

当期末残高 △65,362 △146,817 

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 △153,570 344,599 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 498,170 △330,525 

当期変動額合計 498,170 △330,525 

当期末残高 344,599 14,074 

少数株主持分   

前期末残高 3,965,939 4,366,937 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 400,998 493,343 

当期変動額合計 400,998 493,343 

当期末残高 4,366,937 4,860,281 

純資産合計   

前期末残高 22,548,689 23,538,732 

当期変動額   

剰余金の配当 △230,886 △355,948 

当期純利益 321,830 2,366,289 

自己株式の取得 △68 △258 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 899,168 162,818 

当期変動額合計 990,043 2,172,901 

当期末残高 23,538,732 25,711,634 
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(4)連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 649,662 3,958,999 

減価償却費 1,867,193 2,252,355 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △219 292 

賞与引当金の増減額（△は減少） 140,096 56,406 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △9,849 △560 

確定拠出移行に伴う未払金の減少額 △77,844 △56,736 

環境対策引当金の増加額 － 67,963 

受取利息及び受取配当金 △20,386 △26,917 

支払利息 2,224 2,048 

有形固定資産売却損益（△は益） △1,056 △2,932 

有形固定資産処分損益（△は益） 13,011 8,490 

投資有価証券評価損益（△は益） 1,660 － 

事業撤退損失 1,632,205 － 

売上債権の増減額（△は増加） △2,144,843 △105,101 

たな卸資産の増減額（△は増加） △100,133 △2,356,711 

仕入債務の増減額（△は減少） 1,623,194 613,983 

その他 △164,632 △458,908 

小計 3,410,281 3,952,668 

利息及び配当金の受取額 20,386 26,917 

利息の支払額 △2,268 △2,048 

法人税等の支払額 △74,468 △120,373 

事業撤退による支出 △49,530 － 

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,304,401 3,857,164 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,917,872 △4,330,624 

有形固定資産の売却による収入 290 2,446 

無形固定資産の取得による支出 △126,640 △84,394 

投資有価証券の売却による収入 2,000 － 

長期貸付金の回収による収入 116,806 127,600 

定期預金の払戻による収入 40,830 － 

その他 △109,266 2,521 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,993,854 △4,282,450 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △439,145 618,228 

長期借入金の返済による支出 △116,806 △127,600 

少数株主からの払込みによる収入 35,893 50,832 

配当金の支払額 △231,547 △356,193 

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △18,973 △23,272 

その他 △68 △258 

財務活動によるキャッシュ・フロー △770,647 161,737 

現金及び現金同等物に係る換算差額 908 △35,022 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 540,808 △298,571 

現金及び現金同等物の期首残高 137,860 690,933 

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

12,264 － 

現金及び現金同等物の期末残高 690,933 392,361 
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該当事項はありません。 
  

(5)継続企業の前提に関する注記

(6)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社数 ４社 

連結子会社の名称

日本電産トーソク・ベトナム会社

東測機器(上海)有限公司

日本電産東測機器装置(浙江)有限

公司

日本電産トーソク秋葉・ベトナム

会社

(注) 新規２社

日本電産東測機器装置(浙江)有限公司

前連結会計年度まで持分法適用関連

会社であった日本電産機器装置(浙江)

有限公司を平成21年４月に分社し、半

導体製造装置事業及びシステム機器事

業の生産子会社となりました。当連結

会計年度より連結の範囲に含めており

ます。

日本電産トーソク秋葉・ベトナム会社

主に自動車部品向けのダイカスト製

品の製造子会社を平成21年７月に設立

し、第２四半期連結会計期間より連結

の範囲に含めております。

――――――――――――

――――――――――――

(1) 連結子会社数 ４社 

連結子会社の名称

日本電産トーソク・ベトナム会社

東測機器(上海)有限公司

日本電産東測(浙江)有限公司

日本電産トーソク秋葉・ベトナム

会社

――――――――――――

 

  

 

  

 

 

(注) 平成23年１月１日付で、連結子会

社である日本電産東測機器装置(浙江)

有限公司は、日本電産東測(浙江)有限

公司に社名変更いたしました。

(追加情報) 平成23年４月１日付で、連

結子会社である東測機器(上海)有限公

司は、日電産東測(上海)国際貿易有限

公司に社名変更いたしました。
 
 

(2) 非連結子会社はありません。 

 

(2)        同左 

 

２ 持分法の適用に関する 

  事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社数

  なし

(2) 持分法を適用した関連会社数

  なし

(注) 除外１社

日本電産機器装置(浙江)有限公司

平成21年４月に分社し、半導体製造

装置事業及びシステム機器事業の生産

子会社として日本電産東測機器装置

(浙江)有限公司を連結の範囲に含めた

ことから、当連結会計年度より持分法

の適用範囲から除外しております。

(1)        同左

(2)        同左 

 

――――――――――――

(3) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社はありません。

(3)       同左 
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

３ 連結子会社の事業年度等 

  に関する事項

(1) 従来、連結子会社のうち決算日が12

月31日である、東測機器(上海)有限公

司について同日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を

行っておりましたが、第１四半期連結

会計期間より連結決算日で実施した仮

決算に基づく財務諸表を使用しており

ますので、当連結会計年度は平成21年

１月１日から平成22年３月31日までの

15ヶ月間を連結しております。

なお、これによる営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益に与え

る影響は軽微であります。

なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。

(2) 第１四半期連結会計期間より連結の

範囲に含めている日本電産東測機器装

置(浙江)有限公司（連結子会社）は、

連結決算日で実施した仮決算に基づく

財務諸表を使用しております。なお同

社の決算日は12月31日であります。 

 

――――――――――――    

――――――――――――  

４ 会計処理基準に関する 

  事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）によっており

ます。

 ａ 製品、仕掛品

当社は、自動車部品については総平

均法、その他は個別法を採用しており

ます。日本電産トーソク・ベトナム会

社は総平均法を採用しております。

 

 ｂ 商品、原材料、貯蔵品

当社は先入先出法、日本電産トー

ソク・ベトナム会社は総平均法を採

用しております。

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

同左

 

 

 ａ 製品、仕掛品

当社は、自動車部品については総平

均法、システム機器は個別法を採用し

ております。日本電産トーソク・ベト

ナム会社は総平均法を採用しておりま

す。

 ｂ 商品、原材料、貯蔵品

同左

 

② 有価証券

その他有価証券

  時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定)

  時価のないもの

移動平均法による原価法

③ デリバティブ取引

時価法

② 有価証券

その他有価証券

  時価のあるもの

同左

 

 

 

  時価のないもの

同左

③ デリバティブ取引

同左

日本電産トーソク㈱ (7728) 平成23年３月期 決算短信〔日本基準〕(連結)

17



項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

４ 会計処理基準に関する 

  事項

(2) 重要な減価償却資産の 

  減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

当社は建物(建物付属設備を除く)は

主に定額法、建物以外については定率

法を採用しております。

日本電産トーソク・ベトナム会社、

東測機器(上海)有限公司及び日本電産

東測機器装置(浙江)有限公司は定額法

を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の 

  減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

同左

日本電産トーソク・ベトナム会社、

東測機器(上海)有限公司及び日本電産

東測(浙江)有限公司は定額法を採用し

ております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア(自社利用分)に

ついては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によっておりま

す。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

同左

③ リース資産

（所有権移転外ファイナンス・ 

  リース取引に係るリース資産）

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零として算定する定額法によって

おります。

③ リース資産

（所有権移転外ファイナンス・ 

  リース取引に係るリース資産）

同左

 

 (3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、支

給見込額に基づき計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

同左

 

  

 

  

  ② 賞与引当金

同左

 
 ③ 退職給付引当金

日本電産トーソク・ベトナム会社

は、従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付債

務の見込額に基づき計上しておりま

す。

③ 退職給付引当金

同左

―――――――――――― ④ 環境対策引当金

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正

な処理の推進に関する特別措置法」に

基づき、保管しているＰＣＢ廃棄物の

処理費用の支出に備えるため、その金

額を合理的に見積もることができる支

出見込額を計上しております。

この結果、従来の方法に比べて当連

結会計年度の税金等調整前当期純利益

が、67,963千円減少しております。
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

４ 会計処理基準に関する 

  事項

(4) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、為替予約等が付されている外

貨建金銭債権債務等については、振当

処理を行っております。

(4) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

外貨建金銭債権債務について為替予

約取引を行っております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③ ヘッジ方針

将来の為替変動によるリスクの回避

を目的としております。

③ ヘッジ方針

同左

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負

債又は予定取引に関する重要な条件が

同一であり、かつ、ヘッジ開始時及び

その後も継続してキャッシュ・フロー

変動を完全に相殺するものと想定する

ことができるため、事後的なヘッジ有

効性の評価は実施しておりません。

④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

―――――――――――― (5) のれんの償却方法及び償却期間

５年間で均等償却しております。

―――――――――――― (6) 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資及び預け金であ

ります。

(5) その他連結財務諸表作成のための 

  重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

 

(7) その他連結財務諸表作成のための 

  重要な事項

消費税等の会計処理

同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

５ 連結子会社の資産及び 

  負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

 

――――――――――――

６ のれんの償却に関する 

  事項

従来、のれんの償却については金額が

僅少であったため発生時に一括償却して

おりましたが、日本電産東測機器装置(浙

江)有限公司の連結に伴い発生したのれん

は64,502千円となり金額的に重要性が高

いため、その投資効果の発現する期間を

見積もり、５年間で均等償却する方法に

よっております。

なお、平成21年９月30日に半導体製造

装置事業を廃止したことに伴って、半導

体製造装置事業に係るのれん29,132千円

を減損処理しております。 

 

――――――――――――

７ 連結キャッシュ・フロー 

  計算書における資金の 

  範囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資及び預け金からなっております。

なお、グループ全体での資金運用、調

達を行うため、日本電産㈱へ預託してい

る関係会社預け金343,058千円を資金の範

囲に含めています。

――――――――――――
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(7)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

会計方針の変更

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

―――――――――――― （「資産除去債務に関する会計基準」等の適用）

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。 

 なお、これによる当連結会計年度の営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であ

ります。

表示方法の変更

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

―――――――――――― （連結貸借対照表関係）

 前連結会計年度において流動負債「その他」に含めて

表示しておりました「設備関係未払金」（前連結会計年

度1,264,626千円）は、負債及び純資産の合計の100分の

５を超えることとなったため、当連結会計年度において

は区分掲記することといたしました。

―――――――――――― （連結損益計算書関係）

 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ

き、財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成

21年３月24日 内閣府令第５号）を適用し、「少数株主

損益調整前当期純利益」の科目で表示しております。

追加情報

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

――――――――――――  当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適

用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」

及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度

の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額

等合計」の金額を記載しております。
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

  

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

 
  

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

 
  

  

１. 報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、経営者が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社は、製品別の事業部を置き、各事業部は取り扱う製品について国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業

活動を展開しております。 

 従って、当社は事業部を基礎とした製品別セグメントから構成されており、「自動車部品」及び「システム機

器」の２つを報告セグメントとしております。 

 「自動車部品」は、油圧及び空気制御用電磁弁、自動変速機用油圧制御システムの製造販売をしております。「シ

ステム機器」は、自動測定装置、コンプレッサー用芯出機、ＩＣ外観検査装置、画像処理装置、ウェーハバンプ検

査装置、空気・電気マイクロメータ、精密ボールねじ、ねじゲージ等の製造販売をしております。 

  

２. 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と同一であります。 

  

３. 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度(自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日) 

                                  (単位：千円) 

 
(注) 1 半導体製造装置事業は平成21年９月30日をもって、事業を廃止いたしました。 

2 平成21年10月１日より、従来の計測機器事業はシステム機器事業に事業名称を変更しております。 

  

(8)連結財務諸表に関する注記事項

(連結包括利益計算書関係)

その他有価証券評価差額金 459,944千円

繰延ヘッジ損益 47,087 〃  

為替換算調整勘定 △8,861 〃  

計 498,170千円

親会社株主に係る包括利益 809,798千円

少数株主に係る包括利益 374,889 〃  

計 1,184,687千円

(セグメント情報)

                    報告セグメント

調整額
連結財務諸表
計上額自動車部品

半導体
製造装置
（注）１

システム機器
（注）２

計

売上高 20,964,020 574,673 2,566,619 24,105,313 ― 24,105,313

営業利益又は 
営業損失（△）

2,937,849 △190,288 △108,674 2,638,886 ― 2,638,886

資産 25,490,998 ― 4,827,285 30,318,283 ― 30,318,283

その他の項目

減価償却費

のれんの償却額

1,604,531

7,361

61,842

576

191,245

1,635

1,857,619

9,573

―

―

1,857,619

9,573

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額

2,503,298 861 57,828 2,561,988 ― 2,561,988
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当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日) 

                                     (単位：千円) 

 
  
(追加情報) 

 当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21年３月27日)及

び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日)を

適用しております。 

  

１. 製品及びサービスごとの情報 
  

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２. 地域ごとの情報 

(1) 売上高 
  

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

 
  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 
  
(2) 有形固定資産 

  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 
  

３. 主要な顧客ごとの情報 
  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

                                                     (単位：千円) 

 
  

                    報告セグメント

調整額
連結財務諸表
計上額自動車部品 システム機器 計

売上高 26,172,061 3,774,755 29,946,817  ― 29,946,817

営業利益 3,760,646 249,072 4,009,719 ― 4,009,719

資産 32,235,815 4,446,405 36,682,221 ― 36,682,221

その他の項目

減価償却費

のれんの償却額

2,047,878

5,550

198,140

785

2,246,018

6,336

―

―

2,246,018

6,336

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額

6,330,630 561,947 6,892,578 ― 6,892,578

(関連情報)

(単位：千円)

日本 北米 アジア 欧州 合計

20,509,785 1,317,027 2,107,076 171,424 24,105,313

(単位：千円)

日本 北米 アジア 欧州 合計

25,315,167 1,382,511 2,437,893 811,244 29,946,817

(単位：千円)

日本 ベトナム 中国 合計

6,090,295 12,745,877 961,260 19,797,433

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

ジヤトコ㈱ 15,130,594 自動車部品及びシステム機器

㈱デンソー 4,321,601 自動車部品

富士重工業㈱ 3,470,800 自動車部品
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(注) 算定上の基礎 

１. １株当たり純資産額 

 
    (注) 当社は、平成22年10月１日付けで普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っております。

     当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合における前連結会計年度末の１株当たり純資産額は、 

     498.22円であります。 

           

２. １株当たり当期純利益金額 

 
    (注) 当社は、平成22年10月１日付けで普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っております。

         前連結会計年度の開始の日に当該株式分割が行われたと仮定した場合における前連結会計年度の１株当 

         たり当期純利益金額は8.36円であります。 

     なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており 

     ません。 

  

  
前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 
該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１株当たり純資産額 996.43円 541.87円

１株当たり 
当期純利益金額

16.73円 61.49円

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益金額

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

同左

項目
前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

当連結会計年度末
(平成23年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 23,538,732 25,711,634

普通株式に係る純資産額(千円) 19,171,795 20,851,352

差額の主な内訳(千円)

少数株主持分

     

4,366,937

 

4,860,281

普通株式の発行済株式数(株) 19,250,233 38,500,466

普通株式の自己株式数(株) 9,752 19,793

１株当たり純資産額の算定に用いられた 

普通株式の数(株)
19,240,481 38,480,673

項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益(千円) 321,830 2,366,289

普通株式に係る当期純利益(千円) 321,830 2,366,289

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 19,240,519 38,480,854

(重要な後発事象)
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５．個別財務諸表 
(1)貸借対照表 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 18,006 37,623 

受取手形 128,757 150,298 

売掛金 5,811,372 5,871,255 

商品及び製品 688,232 744,004 

仕掛品 1,425,477 2,760,092 

原材料及び貯蔵品 380,440 356,165 

前渡金 152,266 － 

前払費用 16,935 24,383 

繰延税金資産 539,371 341,359 

未収入金 2,625,516 6,056,074 

未収消費税等 192,511 442,040 

関係会社預け金 343,058 － 

関係会社売却用設備 － 399,209 

その他 22,008 4,525 

貸倒引当金 △848 △1,209 

流動資産合計 12,343,107 17,185,823 

固定資産   

有形固定資産   

建物 6,833,915 6,824,204 

減価償却累計額 △3,330,305 △3,519,804 

建物（純額） 3,503,609 3,304,400 

構築物 320,439 327,139 

減価償却累計額 △260,779 △271,567 

構築物（純額） 59,660 55,572 

機械及び装置 5,428,153 5,350,222 

減価償却累計額 △4,823,201 △4,803,434 

機械及び装置（純額） 604,951 546,788 

車両運搬具 31,927 26,841 

減価償却累計額 △30,771 △24,885 

車両運搬具（純額） 1,156 1,955 

工具、器具及び備品 1,660,965 1,787,012 

減価償却累計額 △1,518,717 △1,507,612 

工具、器具及び備品（純額） 142,248 279,399 

土地 1,425,130 1,425,130 

リース資産 82,025 129,370 

減価償却累計額 △41,477 △60,185 

リース資産（純額） 40,548 69,185 

建設仮勘定 4,843 9,470 

有形固定資産合計 5,782,149 5,691,903 

無形固定資産   

ソフトウエア 565,289 415,904 

その他 5,110 129,848 

無形固定資産合計 570,399 545,753 
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 1,559,307 1,154,786 

出資金 10,486 10,486 

関係会社出資金 3,215,520 3,919,008 

その他 12,456 9,935 

貸倒引当金 △1,850 △1,850 

投資その他の資産合計 4,795,921 5,092,367 

固定資産合計 11,148,470 11,330,023 

資産合計 23,491,578 28,515,847 

負債の部   

流動負債   

支払手形 237,582 316,444 

買掛金 5,864,986 6,021,608 

短期借入金 － 618,228 

リース債務 16,485 24,465 

未払金 1,318,165 2,751 

未払費用 521,987 720,649 

未払法人税等 － 796,744 

前受金 110 5,529 

預り金 25,766 26,372 

受入保証金 27,768 27,768 

賞与引当金 402,800 457,900 

設備関係支払手形 21,533 373,027 

設備関係未払金 － 3,256,290 

その他 16,600 17,650 

流動負債合計 8,453,786 12,665,429 

固定負債   

長期未払金 9,735 9,735 

リース債務 26,090 48,179 

繰延税金負債 240,554 70,620 

環境対策引当金 － 67,963 

資産除去債務 － 3,835 

固定負債合計 276,379 200,332 

負債合計 8,730,166 12,865,762 
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,087,026 5,087,026 

資本剰余金   

資本準備金 4,604,553 4,604,553 

資本剰余金合計 4,604,553 4,604,553 

利益剰余金   

利益準備金 231,518 231,518 

その他利益剰余金   

別途積立金 1,243,000 1,243,000 

繰越利益剰余金 3,196,089 4,334,091 

利益剰余金合計 4,670,607 5,808,609 

自己株式 △10,738 △10,996 

株主資本合計 14,351,449 15,489,192 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 404,421 165,258 

繰延ヘッジ損益 5,541 △4,366 

評価・換算差額等合計 409,962 160,892 

純資産合計 14,761,411 15,650,084 

負債純資産合計 23,491,578 28,515,847 
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(2)損益計算書 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

売上高 23,876,968 29,507,458 

売上原価 20,116,560 24,181,469 

売上総利益 3,760,407 5,325,989 

販売費及び一般管理費   

販売手数料 51,070 41,636 

広告宣伝費 16,225 20,542 

運搬費 136,128 228,905 

サービス補償費 11,414 50,800 

貸倒引当金繰入額 89 361 

役員報酬 121,373 133,230 

給料及び手当 526,088 822,657 

賞与 69,549 88,716 

賞与引当金繰入額 94,115 119,607 

退職給付費用 20,925 22,911 

福利厚生費 128,332 168,497 

旅費及び交通費 45,825 46,134 

通信費 13,315 14,754 

水道光熱費 7,050 6,946 

消耗品費 1,334 2,979 

租税公課 41,085 60,383 

保険料 8,731 8,250 

修繕費 16,999 20,372 

賃借料 23,159 19,837 

交際費 757 897 

特許権使用料 2,365 7,108 

減価償却費 53,775 69,475 

研究開発費 719,573 709,079 

業務委託費 119,315 125,445 

その他 5,328 2,100 

販売費及び一般管理費合計 2,233,928 2,791,631 

営業利益 1,526,479 2,534,357 
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

営業外収益   

受取利息 427 459 

受取配当金 17,612 24,738 

固定資産賃貸料 57,273 60,910 

受取ロイヤリティー 3,242 4,733 

助成金収入 188,678 － 

保険配当金 － 11,334 

その他 15,710 9,970 

営業外収益合計 282,945 112,148 

営業外費用   

支払利息 2,204 2,048 

売上割引 2,759 2,038 

為替差損 181,342 40,785 

貸与資産減価償却費 52,318 55,861 

一時帰休労務費 347,998 － 

減価償却費 2,787 － 

その他 4,300 1,674 

営業外費用合計 593,712 102,406 

経常利益 1,215,712 2,544,099 

特別利益   

貸倒引当金戻入額 283 － 

有形固定資産売却益 289 2,945 

投資有価証券売却益 1,999 － 

特別利益合計 2,572 2,945 

特別損失   

有形固定資産売却損 － 13 

有形固定資産処分損 1,461 6,876 

投資有価証券評価損 1,660 － 

事業撤退損 1,605,903 － 

環境対策引当金繰入額 － 67,963 

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,461 

特別損失合計 1,609,024 76,314 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △390,739 2,470,730 

法人税、住民税及び事業税 11,037 775,620 

法人税等調整額 △161,197 201,159 

法人税等合計 △150,159 976,780 

当期純利益又は当期純損失（△） △240,579 1,493,949 
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(3)株主資本等変動計算書 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 5,087,026 5,087,026 

当期末残高 5,087,026 5,087,026 

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 4,604,553 4,604,553 

当期末残高 4,604,553 4,604,553 

資本剰余金合計   

前期末残高 4,604,553 4,604,553 

当期末残高 4,604,553 4,604,553 

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 231,518 231,518 

当期末残高 231,518 231,518 

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 1,243,000 1,243,000 

当期末残高 1,243,000 1,243,000 

繰越利益剰余金   

前期末残高 3,667,556 3,196,089 

当期変動額   

剰余金の配当 △230,886 △355,948 

当期純利益又は当期純損失（△） △240,579 1,493,949 

当期変動額合計 △471,466 1,138,001 

当期末残高 3,196,089 4,334,091 

利益剰余金合計   

前期末残高 5,142,074 4,670,607 

当期変動額   

剰余金の配当 △230,886 △355,948 

当期純利益又は当期純損失（△） △240,579 1,493,949 

当期変動額合計 △471,466 1,138,001 

当期末残高 4,670,607 5,808,609 

自己株式   

前期末残高 △10,669 △10,738 

当期変動額   

自己株式の取得 △68 △258 

当期変動額合計 △68 △258 

当期末残高 △10,738 △10,996 

日本電産トーソク㈱ (7728) 平成23年３月期 決算短信〔日本基準〕(連結)

30



(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本合計   

前期末残高 14,822,984 14,351,449 

当期変動額   

剰余金の配当 △230,886 △355,948 

当期純利益又は当期純損失（△） △240,579 1,493,949 

自己株式の取得 △68 △258 

当期変動額合計 △471,535 1,137,743 

当期末残高 14,351,449 15,489,192 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △55,522 404,421 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 459,944 △239,162 

当期変動額合計 459,944 △239,162 

当期末残高 404,421 165,258 

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △41,546 5,541 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 47,087 △9,907 

当期変動額合計 47,087 △9,907 

当期末残高 5,541 △4,366 

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △97,069 409,962 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 507,031 △249,070 

当期変動額合計 507,031 △249,070 

当期末残高 409,962 160,892 

純資産合計   

前期末残高 14,725,915 14,761,411 

当期変動額   

剰余金の配当 △230,886 △355,948 

当期純利益又は当期純損失（△） △240,579 1,493,949 

自己株式の取得 △68 △258 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 507,031 △249,070 

当期変動額合計 35,496 888,672 

当期末残高 14,761,411 15,650,084 
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該当事項はありません 
  

新任監査役候補  目崎八郎（６月16日付）                          

退任予定監査役  西原邦彦（６月16日付） 
  

  

 
② 監査役 

 
③ 執行役員 

６. その他

(1) 役員の異動 

  １．代表者の異動

 ２．その他の役員の異動                                    

 ３．役員及び執行役員体制（平成23年６月16日開催予定定時株主総会及び取締役会終了後）   

   ① 取締役                        （＊執行役員兼務予定者）     

氏 名 新役職名 現役職名

永 守 重 信 取締役会長 取締役会長

村 田   薫 代表取締役社長 代表取締役社長

山 田 正 彰 ＊ 取締役常務執行役員 取締役常務執行役員

システム機器事業統轄 システム機器事業統轄

梶 原 一 郎 ＊ 取締役執行役員 取締役執行役員

管理部門統轄 管理部門統轄

飯 嶋 嘉 隆 ＊ 取締役執行役員 取締役執行役員

自動車部品事業統轄 自動車部品事業統轄

氏 名 新役職名 現役職名

小 川   登 常勤監査役 常勤監査役

井 上 哲 夫 監査役 監査役

朝 比 奈 秀 夫 監査役 監査役

成 宮   治 監査役 監査役

目 崎  八 郎 監査役 ―

氏 名 新役職名 現役職名

川 上   修 執行役員 執行役員

日本電産トーソク・ベトナム会社
代表取締役社長

日本電産トーソク・ベトナム会社 
代表取締役社長

加 藤 洋 治 執行役員 執行役員
自動車部品事業部副事業部長 自動車部品事業部副事業部長
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(2) 第４四半期連結損益計算書（３ヶ月）

(単位 ： 千円)

区 分

前第４四半期連結会計期間
（自 平成22年１月１日  
  至 平成22年３月31日)

当第４四半期連結会計期間 
（自 平成23年１月１日  
  至 平成23年３月31日)

金  額 金  額

Ⅰ 売上高 6,946,668 7,455,288

Ⅱ 売上原価 5,083,689 5,720,263

   売上総利益 1,862,979 1,735,024

Ⅲ 販売費及び一般管理費 644,004 847,669

   営業利益 1,218,974 887,355

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 445 430

 ２ 為替差益 ― 1,737

 ３ 固定資産賃貸料 1,238 1,181

 ４ 受取ロイヤリティー 1,657 2,393

 ５ 保険配当金 5,733 11,334

 ６ 助成金収入 19,384 ―

 ７ その他 2,183 2,077

   営業外収益合計 30,643 19,154

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 128 1,340

 ２ 売上割引 885 659

 ３ 為替差損 57,627 ―

 ４ 一時帰休労務費 8,614 ―

 ５ その他 16,054 841

   営業外費用合計 83,309 2,841

   経常利益 1,166,309 903,668

Ⅵ 特別利益

 １ 有形固定資産売却益 1,056 2,532

 ２ 貸倒引当金戻入額 8 ―

   特別利益合計 1,065 2,532

Ⅶ 特別損失

   有形固定資産処分損 3,442 5,534

   特別損失合計 3,442 5,534

   税金等調整前四半期純利益 1,163,932 900,666

   法人税、住民税及び事業税 15,089 417,925

   法人税等調整額 337,402 △169,194

   法人税等合計 352,491 248,731

   少数株主利益 185,223 89,443

   四半期純利益 626,217 562,492
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平成23年４月25日
日本電産トーソク株式会社

平成23年３月期（第81期）連結決算概要 

1. 連結業績の状況 
（百万円未満切捨て）

 
(注) （  ）内は、対売上高比率 
  
2. 連結財政状態 

   
3. 配当の状況 

 
(注)平成22年10月１日付で普通株式１株につき、２株の割合をもって株式分割を行っております。 
    平成22年３月期及び平成23年３月期第２四半期末の１株当たり配当金については、当該株式分割を考慮してお 
  りません。 
  

  
4. 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
  連結子会社数 ４社 
＜前期末(平成22年３月)比の異動状況＞ 

(3) 連結決算概要

 

 

当連結会計年度 対前期
増減率

前連結会計年度 当第４四半期 対前年 
同期 
増減率

前第４四半期

自 平成22年４月１日 自 平成21年４月１日 自 平成23年１月１日 自 平成22年１月１日
至 平成23年３月31日 至 平成22年３月31日 至 平成23年３月31日 至 平成22年３月31日

売  上  高
百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 百万円

29,946 24.2 24,105 7,455 7.3 6,946

営 業 利 益
4,009

51.9
2,638 887

△27.2
1,218

( 13.4% ) ( 10.9% ) ( 11.9% ) ( 17.5% )

経 常 利 益
4,033

75.9
2,293 903

△22.5
1,166

( 13.5% ) ( 9.5% ) ( 12.1% ) ( 16.8% )

当期（四半期） 
純  利  益

2,366
635.3

321 562
△10.2

626

( 7.9% ) ( 1.3% ) ( 7.5% ) ( 9.0% )

１ 株 当 た り 
当期（四半期） 
純  利  益

円 銭 

─
円 銭 円 銭 

─
円 銭 

61.49 16.73 14.62 32.55

潜在株式調整後 
１ 株 当 た り 

当期（四半期）純利益

─ ─ ─ ─ ─ ─

 

当 連 結 会 計 年 度 末 前 連 結 会 計 年 度 末

総  資  産
百万円 百万円

36,682 30,318

純  資  産
25,711 23,538

自 己 資 本 比 率
％ ％

56.8 63.2
１ 株 当 た り 
純   資   産

円 銭 円 銭

541.87 996.43

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

営 業 活 動 に よ る 
キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー

百万円 百万円

3,857 3,304
投 資 活 動 に よ る 
キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー △4,282 △1,993
財 務 活 動 に よ る 
キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー 161 △770

現 金 及 び 現 金 同 等 物
期  末  残  高 392 690

第 ２ 四 半 期 末 期        末 合        計

２ ２ 年 ３ 月 期
円 銭 円 銭 円 銭 

6.00 6.00 12.00

２ ３ 年 ３ 月 期
12.50 8.00 20.50

２４年３月期（ 予 想 ）
8.00 8.00 16.00

連結 （新規） ─ 社（除外） ─ 社 持分法 （新規） ─ 社（除外） ─ 社
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